
◎国立研究開発法人情報通信研究機構法及び電波法の一部を改正

する法律 
（令和四年一二月九日法律第九三号）   

一、 提案理由（令和四年一一月二九日・衆議院総務委員会） 

○松本国務大臣 国立研究開発法人情報通信研究機構法及び電波法の一部を改正する法

律案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 将来における我が国の経済社会の発展の基盤となる革新的な情報通信技術の創出を推

進するため、国立研究開発法人情報通信研究機構について、情報の電磁的流通及び電波

の利用に関する技術の研究及び開発に関する業務等のうち一定の要件を満たすものに要

する費用に充てるための基金を設けるとともに、当該基金等に対して電波利用料を財源

として補助金を交付するための規定を整備する等の措置を講ずる必要があります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、機構は、革新的な情報通信技術の創出のための公募による研究開発等に係る

業務であって一定の要件を満たすものに要する費用に充てるための情報通信研究開発基

金を設け、政府により交付を受けた補助金をもってこれに充てるものとすることとして

おります。 

 第二に、政府は、予算の範囲内において、機構に対し、情報通信研究開発基金に充て

る資金を補助することができることとし、あわせて、基金の運用方法の制限等について

規定することとしております。 

 第三に、機構は、毎事業年度、情報通信研究開発基金に係る業務に関する報告書を作

成して総務大臣に提出するとともに、総務大臣は、当該報告書に意見をつけて、国会に

報告しなければならないこととしております。 

 第四に、機構は、情報通信研究開発基金に係る業務について、一般財源と電波利用料

財源ごとに、経理を区分し、勘定を設けて整理しなければならないこととしておりま

す。 

 第五に、総務大臣が交付する電波利用料を財源とする補助金を、情報通信研究開発基

金その他の周波数の有効利用に資する研究開発を複数年度にわたり実施するための基金

に充てることができる旨を明確化するとともに、当該基金の使用状況を毎会計年度公表

することとしております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して一月を超えない範囲内

において政令で定める日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（令和四年一一月二九日） 

○浮島智子君 ただいま議題となりました各案件につきまして、総務委員会における審



査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 ……………（略）…………… 

 最後に、国立研究開発法人情報通信研究機構法及び電波法の一部を改正する法律案に

ついて申し上げます。 

 本案は、国立研究開発法人情報通信研究機構にビヨンド５Ｇ等の革新的情報通信技術

の創出を推進するための研究開発に係る基金の設置等を行うとともに、電波利用料を基

金に充てることができる旨を明確化しようとするものであります。 

 本案は、昨二十八日本委員会に付託され、本日、松本総務大臣から趣旨の説明を聴取

した後、質疑を行い、これを終局いたしました。次いで、討論を行い、採決いたしまし

たところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年一一月二九日） 

政府及び国立研究開発法人情報通信研究機構は、本法の施行に当たり、次の各項の実

施に努めるべきである。 

一 政府は、ビヨンド５Ｇを始めとする情報通信技術が今後の社会や産業の基盤となる

重要なものであることから、その技術の迅速かつ確実な進展と成果の社会実装に向け

て継続的かつ十分な支援措置を行うこと。 

二 政府は、ビヨンド５Ｇにおける我が国の国際競争力を確保するため、研究開発計画

の具体化や研究開発支援の拡大等を進めるとともに、ビヨンド５Ｇに係る国際標準規

格において、必要不可欠な特許権等の知的財産権を我が国の事業者がより多く取得で

きるよう、官民を挙げて戦略的に取り組むこと。 

三 アフターコロナの時代においても情報通信の果たす役割は重要となることに鑑み、

機構においては、我が国唯一の情報通信に特化した公的研究機関としての使命を再認

識するとともに、ビヨンド５Ｇを始めとした研究開発に不断に勤しみ、その成果の社

会実装に向けて貢献すること。また、政府は、そのために必要な機構の人員・予算等

について確保するよう努めること。 

四 機構は、その委託・助成による研究開発については、本法により造成される基金に

よるものも含め、効果的・効率的に行われるよう当該研究開発の評価・検証を適切に

行うとともに、その実施状況や検証結果について適時・適切に公表するなど透明化を

図ること。 

五 政府は、本法による電波利用料の基金への活用に当たっては、電波利用料が無線局

全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用を原則として全ての無線

局について公平に負担するものであることに鑑み、基金に充てられた電波利用料の使

途を公表するとともに、電波の適正な利用の確保に資する事務・事業となるよう留意

し、最大限効率的に活用されるよう適正化を図ること。 



六 政府は、高齢化や過疎化などの社会課題に直面する地方を活性化し、持続可能な経

済社会を実現するため、光ファイバー、５Ｇ、データセンター等の情報通信インフラ

整備については、地方のニーズを適確に反映するとともに、遅滞することなく迅速に

推進すること。 

七 政府は、今後ビヨンド５Ｇを始めとする情報通信技術の発展により、電波が一層貴

重な資源となることが見込まれることから、その有効活用に向けた取り組みに努める

こと。  

三、参議院総務委員長報告（令和四年一二月二日） 

○河野義博君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、国立研究開発法人情報通信研究機構法及び電波法の一部を改正する法律案は、

将来における我が国の経済社会の発展の基盤となる革新的な情報通信技術の創出を推進

するため、国立研究開発法人情報通信研究機構について、情報の電磁的流通及び電波の

利用に関する技術の研究及び開発に関する業務等のうち一定の要件を満たすものに要す

る費用に充てるための基金を設けるとともに、当該基金等に対して電波利用料を財源と

して補助金を交付するための規定を整備する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、補正予算により恒久的な基金を設置することの妥当性、ビヨ

ンド５Ｇの国際的研究開発競争に対する取組、機構において繰越欠損金が生じている問

題、機構が提供する多言語音声翻訳の活用状況等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して伊藤委員より反対す

る旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。  

○附帯決議（令和四年一二月二日） 

政府及び国立研究開発法人情報通信研究機構は、本法施行に当たり、次の事項につい

てその実現に努めるべきである。 

一、政府は、ビヨンド５Ｇを始めとする情報通信技術が今後の社会や産業の基盤として

重要であることを踏まえ、その技術の迅速かつ確実な進展と成果の社会実装に向けて

継続的かつ十分な支援措置を行うこと。 

二、政府は、ビヨンド５Ｇにおける我が国の国際競争力を確保するため、研究開発計画

の具体化や研究開発支援の拡大等を進めるとともに、ビヨンド５Ｇに係る国際標準規

格において、必要不可欠な特許権等の知的財産権を我が国の事業者がより多く取得で

きるよう、官民を挙げて戦略的に取り組むこと。 



三、政府は、ビヨンド５Ｇの早期実現とグローバル展開を加速するため、戦略的パート

ナーとの国際連携を推進するとともに、二〇二五年の大阪・関西万博において我が国

の研究成果等を広く発信できるよう着実に取組を進めること。 

四、アフターコロナの時代においても情報通信の果たす役割が重要となることに鑑み、

機構においては、我が国唯一の情報通信に特化した公的研究機関としての使命を再認

識するとともに、ビヨンド５Ｇを始めとした研究開発に不断にいそしみ、その成果の

社会実装に向けて貢献すること。また、政府は、機構の業務の評価を適切に行うとと

もに、必要な人員・予算等を確保するよう努めること。 

五、機構は、その委託・助成による研究開発については、本法により造成される基金に

よるものも含め、効果的・効率的に行われるよう当該研究開発の評価・検証を適切に

行うとともに、その実施状況や検証結果について適時・適切に公表するなど透明化を

図ること。 

六、政府は、本法による電波利用料の基金への活用に当たっては、電波利用料が無線局

全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用を原則として全ての無線

局について公平に負担するものであることに鑑み、基金に充てられた電波利用料の使

途を公表するとともに、電波の適正な利用の確保に資する事務・事業となるよう留意

し、最大限効率的に活用されるよう適正化を図ること。 

七、政府は、高齢化や過疎化などの社会課題に直面する地方を活性化し、持続可能な経

済社会を実現するため、光ファイバ、５Ｇ、データセンター等の情報通信インフラ整

備については、地方のニーズを適確に反映するとともに、遅滞することなく迅速に推

進すること。 

八、政府は、今後ビヨンド５Ｇを始めとする情報通信技術の発展により、電波が一層貴

重な資源となることが見込まれることから、その有効活用に向けた取組に努めること。 

九、政府は、情報通信技術の発展とともに、情報セキュリティ対策や個人情報保護の重

要性が一層高まっていることを踏まえ、国民の権利利益の侵害を未然に防止すること

ができるよう、安全性・信頼性の高い情報通信ネットワークの構築に向けた研究開発

等を推進すること。 

  右決議する。  

 


